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資料４ ダイバーシティ宣言の内容について 

 

 急速な人口減少社会の進展や少子高齢化、経済・社会のグローバル化の進行

など、社会情勢は大きく変化しています。 

 このような中、活力があり、持続可能な地域社会をつくるためには、多様な

人材の活用により、ニーズの変化や急激な環境の変化などのリスクへの対応力

を高めることが重要です。 

 その実現のためには、年齢や性別、国籍、障がいの有無、性的指向・性自認

等にかかわりなく、一人ひとりが尊重され、誰もが個々の能力を発揮できる社

会、多様性が受容されるダイバーシティ社会の実現が求められています。 

 令和３年７月２日、茨城県は県内の関係団体とともに「いばらきダイバーシ

ティ宣言」を発表し、その趣旨に賛同し宣言をする企業・事業所・団体等を募

集しているところです。 

 令和４年６月１日現在、県内では１３３団体（うち地方公共団体は、茨城県、

笠間市、鹿嶋市、利根町、那珂市、水戸市の６団体）が宣言し、茨城県のホー

ムページに登録・公表しています。 

 令和４年度、守谷市でも市独自の「ダイバーシティ宣言」の制定に向けて検

討します。 

 

【今後のスケジュール】 

令和４年 

 ７月 人権推進課にて素案策定 

 ８月 守谷市男女共同参画推進会議検討会（市役所内係長・主任級で構成） 

で検討 

守谷市男女共同参画推進会議（市長、副市長、教育長、部長級で構成） 

で検討 

９月 守谷市男女共同参画推進委員会へ諮問 

１０月 パブリックコメント実施 

１１月 パブリックコメントの結果を受けて、守谷市男女共同参画推進会議等 

市役所内で検討 

※ 大幅な変更がある場合には、再度守谷市男女共同参画推進委員会 

へ諮問 

１２月 守谷市議会１２月定例月議会に議案（宣言）を上程 

議決後、宣言を公表し、茨城県へ登録 
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いばらきダイバーシティ宣言 

 

急速な人口減少社会の進展や少子高齢化、経済・社会のグローバル化の進行

など、社会情勢は大きく変化しております。 

 

 このような中、活力があり、持続可能な地域社会をつくるためには、多様な

人材の活用により、ニーズの変化や急激な環境の変化などのリスクへの対応力

を高めることが重要であると考えます。 

 

 その実現のためには、年齢や性別、国籍、障がいの有無、性的指向・性自認

等にかかわりなく、一人ひとりが尊重され、誰もが個々の能力を発揮できる社

会、多様性が受容されるダイバーシティ社会の実現が求められています。 

 

 私たちは、ダイバーシティ社会の実現に向けて次のことに取り組むことをこ

こに宣言します。 

 

１ 年齢や性別、国籍、障がいの有無等どのような立場の人も「等しく」扱わ 

れ、それぞれが持つ個性、強みを発揮し、だれもが活躍できる環境をつく 

ります。 

 

２ あらゆる「価値観」「考え方」「ライフスタイル」「能力」「経験」などの違 

いを大切にし、働き方の見直しや働きやすい環境の整備を進めます。 

 

３ 様々な機会を生かして、多様性を生かす風土づくりに向けた意識改革を促 

すとともに、新しい価値を創出できる人材を育成することで、ダイバーシ 

ティ社会の実現に貢献します。 

 

令和３年７月２日      

茨城県知事 大井川 和彦 
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○守谷市男女共同参画推進会議設置要綱 

 

平成 ９年１０月 ６日告示第６４号 

改正 平成１１年 ３月２９日告示第１７号 

平成１３年 ３月３０日告示第１９号 

平成１５年 ３月２６日告示第２５号 

平成１５年 ６月２６日告示第６４号 

平成１５年 ８月２１日告示第７１号 

平成１７年 ５月３１日告示第６３号 

平成１９年 ３月３０日告示第３８号 

平成２１年 ３月３１日告示第３７号 

平成２２年 ５月 ６日告示第４０号 

令和 ３年 １月１２日告示第 ５号 

 

（趣旨） 

第１条 本市における男女共同参画社会の実現を目指し、男女共同参画に関す

る取組を総合的かつ効果的に推進するため、守谷市男女共同参画推進会議（以

下「推進会議」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 推進会議は、次の各号に掲げる事務を所掌する。 

（１）男女共同参画計画の策定及び推進に関すること。 

（２）男女共同参画に関する施策の企画及び推進に関すること。 

（３）男女共同参画に関する関係部課間の連絡調整に関すること。 

（４）その他男女共同参画の推進に必要な事項に関すること。 

（構成） 

第３条 推進会議は、会長、副会長及び委員で構成する。 

２ 会長には市長を、副会長には副市長を、委員には教育長及び部長職をもっ

て充てる。 

（会議） 

第４条 推進会議は、会長が招集し、これを主宰する。 

（検討会） 

第５条 推進会議に検討会を置く。 

２ 検討会は、次の各号に掲げる事務を所掌する。 

（１）男女共同参画に関する施策の調査、検討 

（２）その他推進会議に付議する事項の整理 

３ 検討会は、委員長及び委員で構成する。 

４ 委員長には男女共同参画行政担当課長を充て、委員は市職員及び社会福祉

協議会職員のうちから市長が任命する。 
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５ 検討会は、委員長が招集し、これを主宰する。 

（庶務） 

第６条 推進会議の庶務は、男女共同参画行政担当課において処理する。 

（その他） 

第７条 この告示に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、

会長が別に定める。 

 

附 則 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（平成１１年３月２９日告示第１７号） 

この告示は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成１３年３月３０日告示第１９号） 

この告示は、平成１３年４月１日から施行する。 

附 則（平成１５年３月２６日告示第２５号） 

この告示は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則（平成１５年６月２６日告示第６４号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（平成１５年８月２１日告示第７１号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（平成１７年５月３１日告示第６３号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（平成１９年３月３０日告示第３８号）抄 

（施行期日） 

１ この告示は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年３月３１日告示第３７号） 

この告示は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年５月６日告示第４０号）抄 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年１月１２日告示第５号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

 


